
＊住民税均等割りを5,000円として計算
＊事業税の算出にあたり青色申告控除は100,000円として計算
＊1,000円未満は切り捨てとして計算
＊課税所得は不動産所得のみで構成しているものとして計算
＊課税所得＝収入 -経費 -所得控除
＊税金の計算は提携の税理士にて行います
＊法人実効税率はあくまでも概算率です。地域・時期によっても
異なりますので、ご確認ください。

■“所得３税”早見表

① 下記「 “所得３税”早見表」から、ご自身の「課税所得」にあてはまる「割合合計」を求めてください。
② 右記「法人実効税率表」から、ご自身の「課税所得」から法人の種類を選び、法人実効税率を求めてください。
③ ①と②を比較してください。どちらが高いでしょうか？

・「法人実効税率」の方が高い場合…個人経営の方が節税が期待できます。
・「割合」の方が高い場合…法人化をした方が節税が期待できます。

法人の種類 法人実効税率

大企業 29.74%

中小企業800万円超 33.80%

中小企業400～800万円 23.20%

中小企業0～400万円 21.42%

■法人実効税率表

あなたの“所得３税”の割合は？

【例】課税所得5,000,000円の場合
「 “所得３税”早見表」から、割合合計は24.0%。
「法人実効税率表」から、法人の種類は中小企業400～800万円に
なるので、法人実効税率は23.20%。
割合合計の方が高いので、法人化した方が節税が期待できる。

割合合計


